








〈研究目的〉

つい先頃まで「1.57 ショック」と叫ばれていたが、今やその合計特殊出生率は 1.53 にま

で下がってきた。少産少子、そして超高齢化社会を迎えることが確実なわが国においては、

高齢者対策が急務である一方、その社会を支えてくれる働く人口の数と資質の確保も重要

であることは論を俟たない。このような出生率の低下に加え、晩婚・無婚の増加、家族機

能の変化、女性の就労等家族をとりまく環境も大きく変化し、とりわけ妊娠・出産・育児

を営む母と子の周辺には、著しい変化が生じており、母子環境対策整備の緊急性が求めら

れている。

そこで、来る 21 世紀の母子保健事業に向けてのアプローチとして本研究を実施した。


